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病院開設者又は法人の代表者

診療所開設者又は法人の代表者

出典：厚生労働省「令和2年（2022年）医師・歯科医師・薬剤師統計」

医療機関の現況

病院・診療所開設者又は法人の代表者の平均年齢推移
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41.8%

35.3%

22.9%

診療所開設者又は法人の代表者

59歳以下

60～69歳

70歳以上

年 齢 人 数

59歳以下 30,373

60～69歳 25,597

70歳以上 16,616

総 数 72,586

平均年齢は 64.7歳（R2.12.31現在）

31.5%

36.3%

32.2%

病院開設者又は法人の代表者

59歳以下

60～69歳

70歳以上

年 齢 人 数

59歳以下 1,620

60～69歳 1,867

70歳以上 1,655

総 数 5,142

平均年齢は 62.0歳（R2.12.31現在）

出典：厚生労働省「令和2年（2022年）医師・歯科医師・薬剤師統計」

医療機関の現況

病院・診療所開設者又は法人代表者の年齢構成
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出典：帝国データバンク「全国企業『後継者不在率』動向調査(2022)」（2022年11月16日）

コロナ前から官民一体となって推し進めてきた事業承継に関する取り組みが
一定の成果を見せつつあるが、医療機関においては依然として厳しい状況が
続いている。

他の業種と比較して
医療機関は後継者不
率（68.0%）が高い。

医療機関の現況

約7割の医療機関では後継者が不在
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出典：日医総研ワーキングペーパー No.440「医業承継実態調査（ 2020年1月6日）」P8 「図表3-2-1

医療機関の種類別でクロス集計した結果、病院では「閉院」を選択肢
にしている割合が低く（7.3%）、無床診療所では「閉院」を選択肢に
している割合が高かった（49.3）。

「閉院(43.9%)」は、「親族へ
の承継(62.0%)」に次いで２番
目に多い回答。

医療機関の現況

承継プランの選択肢について

©TKC全国会 2022 7

（令和2年10月1日現在）

 病院の総数は8,238施設
医療法人が開設する病院は5,687施設あり、総数の69.0%
個人の開設する病院は156施設あり、総数の1.9%（合わせて70.9%）

 一般診療所の総数は102,612施設
医療法人の開設する診療所は44,219施設あり、全体の43.1%
個人の開設する診療所は40,310施設あり、総数の39.3％（合わせて82.4%）

 歯科診療所の総数は67,874施設
医療法人の開設する歯科診療所は15,161施設あり、総数の22.3％
個人の開設する歯科診療所は52,103施設あり、総数の76.8%（合わせて99.1％）

 介護老人保健施設の総数は4,304施設
医療法人の開設する介護老人保健施設の比率は、総数の75.1%

病床数 病床数

総　数 8,238 100.0% 1,529,215 102,612 100.0% 86,046 67,874 100.0% 4,304 100.0%

医療法人 5,687 69.0% 855,804 44,219 43.1% 66,065 15,161 22.3% 3,232 75.1%

個　人 156 1.9% 16,457 40,310 39.3% 14,172 52,103 76.8% － －

総数に占める比率 5,843 70.9% 872,261 84,529 82.4% 80,237 67,264 99.1% 3,232 75.1%

病院 一般診療所 歯科診療所 介護老人保健施設

施設数（割合） 施設数（割合） 施設数（割合） 施設数（割合）

 開設者別に見た施設数・病床数

出典：厚生労働省 医療施設動態調査、介護サービス施設・事業所調査より作成

医療機関の現況

医療･介護施設数と医療法人､個人開業医師･歯科医師のシェア
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《本来の財産》
現金預金
有価証券
土地・建物など

《みなし財産》
生命保険金
死亡退職金

相続時精算課税の
適用を受ける財産

相続開始前７年
以内の贈与財産

利益
獲得

院長に帰属 院長に帰属

利益は院長の
個人資産を形成

個人診療所の事業承継

相続税の課税対象

8
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１.事業の承継 医業承継対策
（理念、患者さん、職員さん）

相続が発生すると、

２．財産の承継 相続税対策

遺産分割対策（”争族”対策）

※承継の仕方は「親族」か、「第三者」への承継かによっても
変わってくる。

個人診療所の事業承継

「事業」の承継と「財産」の承継

©TKC全国会 2022 11

１.生前事業承継

個人診療所の事業承継

個人診療所の事業承継

■早期に事業承継

父の財産

父の財産 相続財産

事業承継時 相続発生時

父の財産

承継者の財産

相続財産

事業承継時 相続発生時

承継者の財産

●メリット
相続税の節税・早目の財産移転

●デメリット
事業承継者以外の相続人の不平等感

●メリット
相続人間の平等の確保？

●デメリット
承継者の努力が相続財産となる可能性
承継者にとって不利益
相続税負担増加

■相続時に事業承継

10
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２．個人事業者に係る相続税や贈与税の納税猶予制度の活用

財産目録の作成(遺産分割の基礎資料)

引退後の必要生活資金
(小規模企業共済掛金・倒産防止掛金)

遺言書の活用 (民法の改正)

個人診療所の事業承継

個人診療所の事業承継

３．患者さんの承継アナウンス

４．事業承継の諸手続き（次スライド）

©TKC全国会 2022 13

診療所廃止届 廃止後10日以内
診療所エックス線装置廃止届 10日以内
医師･歯科医師の免許の籍登録抹消届 死亡の場合
開設者死亡届 10日以内
麻薬施用者業務廃止届 15日以内
麻薬所有届 15日以内
保険医療機関廃止届
労災･自賠責･原爆･生活保護その他廃止届
個人事業廃止届
給与支払事業所等の廃止届
その他税務関係手続き
医師会への届
許認可事項（訪問看護ステーション･介護事業所）廃止手続き
金融機関手続き 債務承継について
職員の雇用関係手続き 雇用保険･労働保険･社会保険
リース契約･保険契約･賃貸借契約他契約関係確認
相続関係手続き

診療所開設届 開設後10日以内
診療所エックス線装置廃止届 10日以内
麻薬施用（管理）者免許申請
保険医療機関指定申請書
労災･自賠責･原爆･生活保護その他申請届
個人事業開設届
青色申告専従者給与の届出
青色申告の届出
不動産関係の契約
その他税務関係手続き
医師会への届
許認可事項（訪問看護ステーション･介護事業所）承認手続き
金融機関手続き 債務承継について
職員の雇用関係手続き 雇用保険･労働保険･社会保険
リース契約･保険契約･賃貸借契約他契約関係確認

旧院長手続き 新院長手続き

■医療法人の場合、法人との契約であり「理事長・院長」の交代手続きで終了

個人診療所の事業承継

事業承継時の手続き（個人事業の場合）
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個人事業の承継 資産・運転資金・職員の承継

■被相続人（院長）に医療機関の債権・債務や資産が帰属している。
また、従業員の雇用関係も個人に帰属している。

■ヒトである職員の承継、モノである医療施設や医療器械、
カネである運転資金を先代から若先生に承継する必要がある。

■事業承継をする際は、医療機関の資産・負債を中心に「遺言書（できれば
公正証書遺言）」で方向性を示すことが望ましい。

遺留分

限界

個人診療所の事業承継

医療機関の事業承継 ［個人vs法人]その１

©TKC全国会 2022 15

医療法人化してからの承継

■個人事業の場合と比較して承継に関する手続きが簡素化

■病医院に係る資産が「基金」に集約される
※基金とは医療法人に対する出資に代わる無利息貸付金

個人診療所の事業承継

医療法人化の検討

家計と医業経営の分離 計画的な運営

公的なイメージ スタッフ募集に有利

所得税・住民税の節税 資金繰りが良くなる

税率差による節税効果

相続税対策として有効 計画的に贈与等可能

事業拡大 介護事業参入

分院設立

保育園その他医療法４２条施設

事業承継に有利 理事の変更のみで可能

事業用財産の包括的承継

生命保険料の取扱 法人では必要経費。受取人法人

専従者給与の取扱 法人では役員報酬として受給可能

もっぱら従事（専従）要件なし

役員退職金の取扱 法人では親族分も必要経費

医療法人化のメリット

資金の使用制限 医療法人の事業目的に制約がある

事由に資金を使えない

例：別荘、スポーツカー、その他

経営運営 個人と法人のバランスを考える

保険料、退職金、出資持分評価移転

他運営について有利を追求する手間

社会保険 社会保険の法人負担分がある

強制加入（厚生年金）

小規模企業共済 法人役員は加入できない

法人経理 個人より多少煩雑、毎年の管理業務

経理公開 都道府県に財務報告が必要

所得が減少 節税メリットなくなる

所得がないと個人税率の方が低い

個人の可処分所得減少 法人の内部留保増加

医療法人化のデメリット

14
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相続税は、正味の総遺産額が基礎控除額を超える場合に課税されます

正味の総遺産額 基礎控除額

相続時精算課税の
適用を受ける財産

相続開始前７年
以内※の贈与財産

遺産の総額 ＋ −
債務､葬式費用

課税されない財産

3,000万円
+

（600万円×法定相続人の数）
平成27年1月1日相続開始分から

被相続人の死亡の日に有していた借入金
や未払金、通夜や葬式にかかった費用。
個人診療所は買掛金、未払金等を含む《本来の財産》

被相続人が死亡した日に所有していた現金預金、医療法人は出資
金及び基金、有価証券、土地、建物など一切の財産
個人診療所は事業用未収入金、医療器械、棚卸資産等を含む

《みなし財産》
被相続人の死亡を起因として、相続人がもらえる財産も相続財産
とみなされ、相続税の課税対象となる（具体例：死亡退職金、
生命保険金）。

墓所、霊びょう、国、地方公共団体等に
寄付した財産、生命保険金、死亡退職金
などのうちの一定の金額まで。

個人診療所の事業承継

相続税の仕組み

※令和６年１月１日以後、贈与により取得する
財産にかかる相続税に適用される。
（相続開始前３年以内に贈与により取得した
財産以外の財産については当該財産の価格の
合計額から100万円を控除）

©TKC全国会 2022 17

正味の総遺産額 基礎控除額 課税遺産額 法定相続人による分割− ＝

配偶者(2分の1)
子① (4分の1)
子② (4分の1)

× 税 率 相続税の総額＝
各人が取得した財産の
割合に応じて相続税の
総額を按分

法定相続分に応ずる各相続人の取得金額 税率 控除額　

                  ～1,000万円以下 10% ー

        1,000万円超～3,000万円以下 15% 50万円

        3,000万円超～5,000万円以下 20% 200万円

        5,000万円超～1億円以下 30% 700万円

           1億円超～2億円以下 40% 1,700万円

           2億円超～3億円以下 45% 2,700万円

           3億円超～6億円以下 50% 4,200万円

           6億円超～ 55% 7,200万円

※平成27年1月1日以後の税率表

【申告と納付】
相続の開始があったことを知った日の
翌日から10か月以内に申告書を税務署
へ提出し、納付する。

個人診療所の事業承継

相続税の計算 《妻と子2人の例》

16
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■青色申告にかかる事業の後継者

■経営承継円滑化法の認定を受けた者
令和6年3月31日までに都道府県知事に「個人事業承継計画」を提出

←経営革新等支援機関の指導及び助言

■平成31年1月1日から令和10年12月31日までの特定事業用資産
※贈与または相続 ⇒ 全額猶予
※贈与および相続開始の前年の青色決算書（65万円控除）の貸借対照表に

計上されているもの
・宅地等（面積が400㎡以下の部分） 円滑化法の認定上は
・建物 （床面積が800㎡以下の部分） 面積制限なし
・減価償却資産

■担保の提供必要（国税通則法第50条）

■事業用小規模宅地等の特例と選択適用

個人診療所の事業承継

個人版事業承継税制のポイント

©TKC全国会 2022 19

個人版事業承継税制 小規模宅地等の特例

5年以内の個人事業承継計画の提出
平成31年4月1日から
令和6年3月31日まで

10年以内の贈与・相続等
平成31年4月1日から
令和10年12月31日まで

承継パターン 贈与・相続等 相続のみ

対象資産
　　・宅地等（400㎡まで）
　　・建物（床面積800㎡まで）
　　・一定の減価償却資産

宅地等（400㎡まで）のみ

減額割合 100%（納税猶予） 80%（課税価格の減額）

事業の継続 終身 申告期限まで

事前の計画策定等 不要

なし適用期限

出典：国税庁「個人の事業用資産についての贈与税･相続税の納税猶予･免除（個人版事業承継税制）のあらまし（令和3年5月）

個人診療所の事業承継

個人版事業承継税制の検討

18
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■相続税の申告期限から５年経過後に特定事業用資産を現物出資し会社を
設立した場合には、当該会社の株式等を保有していることなどを要件に
納税猶予が継続されます。

※ここで留意する点は会社と現物出資です。

■医療法人は、医療法に基づき設立が認められる法人であって、会社では
ありません。
また、持分のない医療法人は、現物出資という手続きはありません。

■相続税申告期限から５年経過後に医療法人化した場合、納税猶予の継続
が認められず、打ち切りとなります。

■猶予税額と利子税の納付が求められます。

■病医院承継後の後継者に医療法人化の選択肢がなくなります。

※猶予税額と利子税を納付することで医療法人化することは可能

個人診療所の事業承継

個人事業の病医院の承継にこの制度を活用する際の留意点

©TKC全国会 2022 21

■贈与税が相続税を上回らないように
・「110万円」の基礎控除を毎年活用する。
・相続税と贈与税の税率差を計算して、贈与税額が相続税額を上回らない
範囲内で贈与する金額を決める。

・相続開始から７年前※1まで遡って贈与された資産は相続税の課税対象と
なる。

※1：令和６年１月１日以後、贈与により取得する財産にかかる相続税に適用。
ただし、相続開始前３年以内に贈与により取得した財産以外の財産につい
ては当該財産の価格の合計額から100万円を控除できる。

■下の世代へ、できるだけ多くの人に
・配偶者より子、子より孫が有効。
・「１８歳以上」※2の子や孫が、平成２７年１月１日以降、父母、祖父母
などの直系尊属からの贈与を受けた場合、一般の贈与に比べ、緩和され
た税率が適用できる特例。

※2:令和４年３月３１日以前の贈与については「２０歳以上」

個人診療所の事業承継

相続税対策の基本は「生前贈与」

20
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各取得分の金額 税率 控除額　

1,000万円以下 10% ー

3,000万円以下 15% 50万円

5,000万円以下 20% 200万円

1億円以下 30% 700万円

2億円以下 40% 1,700万円

3億円以下 45% 2,700万円

6億円以下 50% 4,200万円

6億円超 55% 7,200万円

基礎控除後の

課税価格 税率 控除額　 税率 控除額　

200万円以下 10% 0万円 10% 0万円

300万円以下 15% 10万円

400万円以下 20% 25万円

600万円以下 30% 65万円 20% 30万円

1,000万円以下 40% 125万円 30% 90万円

1,500万円以下 45% 175万円 40% 190万円

3,000万円以下 50% 250万円 45% 265万円

4,500万円以下 50% 415万円

4,500万円超 55% 640万円

一般 直系尊属（18歳以上）

55% 400万円

15% 10万円

■相続税の速算表 ■贈与税の速算表

※相続時精算課税制度を適用しない場合

個人診療所の事業承継

参考：相続税、贈与税の速算表

■贈与税基礎控除額（110万円）以上の贈与をする意味
［例］子に500万円を贈与した場合
（贈与額 －基礎控除額）×税率－控除額＝贈与税額
(500万円－ 110万円） ×15% －10万円＝48万5千円（9.7%の税負担率）

©TKC全国会 2022 23

■2,500万円までは特別控除
・60歳以上の親、祖父母から18歳以上※の贈与者の推定相続人および孫
が「相続時精算課税制度」を利用して贈与を受ける場合、2,500万円
の特別控除がある。
※令和4年3月31日以前の贈与については「20歳以上」となる。

・贈与の期間、回数は関係ない。（平成27年1月1日以降の贈与）
・ただし、相続時に贈与財産の価額を加算して相続税額を計算すること
になる。

・60歳、18歳は贈与のあった年の1月1日における年齢で判定します。
・令和６年１月１日以後の贈与について、各年分の課税価格から基礎
控除110万円の控除ができる。

・暦年課税との選択制となる（変更不可）。

個人診療所の事業承継

相続時精算課税制度の活用

22
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１.この制度を選択適用すると、その贈与者（親）からの贈与は
暦年課税には戻れない。

２.この親子間の贈与が2,500万円を超える部分は一律２０％の
贈与税となる。

３.贈与税の申告期間内に贈与税の申告書に「相続時精算課税選
択届出書」および必要書類を添付して提出が必要となる。

４.相続時に加算される贈与財産の課税価格は、贈与時の価額に
なる。

５.令和６年１月１日以後の贈与については、その年の課税価格
から「110万円」を控除できる。

６.この制度を利用しても、必ずしも相続税が少なくなるとは限
らない（贈与時価格 ＞ 相続時価格など）。

個人診療所の事業承継

相続時精算課税制度の注意点

©TKC全国会 2022 25

１.贈与税の配偶者控除
・婚姻20年以上の夫婦間で、居住用不動産または居住用不動産を取得するため
の資金が贈与された場合は、基礎控除110万円の他に2,000万円まで非課税

２.教育資金の一括贈与（～令和８年３月３１日 ３年延長）

・平成30年3月末の実績：契約件数（19万4,336件）
信託財産設定額（約1兆3,735億円）

・直系尊属から、30歳未満の子・孫・ひ孫への教育費を贈与した場合、受贈者
一人につき、1,500万円まで贈与税が非課税

・30歳に達した時点で、残額がある場合には、その時において贈与があったと
され、贈与税が課税されるので注意

３.住宅取得資金の贈与（～令和５年１２月３１日）

・省エネ等住宅の場合には1,000万円まで、それ以外の住宅の場合には500万円
まで非課税（18歳以上の直系損族）

４.結婚・子育ての贈与税非課税制度（～令和７年３月３１日 ２年延長）

・平成30年3月末の実績：契約件数（5,343件）、信託財産設定額（151億円）

個人診療所の事業承継

生前贈与の非課税特例を活用する

24
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■医療法人総数のうち、出資持分のある医療法人の占める割合

は67.6%

医療法人

2021年3月末現在
56,303法人

財団医療法人
2021年3月末現在

372法人

社団医療法人
2021年3月末現在

55,931法人

持分なし医療法人
2021年3月末現在

17,848法人

持分あり医療法人
2021年3月末現在

38,083法人

出資持分の
概念なし

出資持分の
概念あり

2007年3月31日以前に設立
・申請した社団医療法人

医療法人の事業承継

医療法人の体系図

26

27



2023/1/31

15

©TKC全国会 2022 28

法人の事業承継 社員・役員の地位・持分の承継

■医療法人に医療機関の債権・債務などの資産などが帰属している。
従業員との雇用関係も医療法人が主体で継続しやすい。契約関係も継続
する。
→医療事業を医療法人という「器（組織）」で承継することができる。

■事業承継は、社員の入退社、理事長など役員変更、管理者変更と持分の
承継手続となる｡（日頃から出資者名簿･役員名簿などを整備しておく。）

医療法人の事業承継

医療機関の事業承継 ［個人vs法人]その２

©TKC全国会 2022 29

相続税の課税対象
出資者に帰属

資産

負債

出資金

資産

負債

出資金

利益

利益
獲得

資産

負債

基金

資産

負債

基金

利益

利益
獲得

但し、解散時
国等に帰属

医療法人化に伴い
資産を基金化
⇒利益は個人に帰属しない
基金のみ拠出者に帰属

《出資持分あり医療法人》

《基金拠出型医療法人》

医療法人の事業承継

資産の固定化効果・相続税の課税対象

28
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持分の定めのある法人（経過措置型医療法人）

医療法人は配当禁止であるため経営が順調で内部留保が増えれば価値が膨
らんできます。
出資金の価値が増加しても、社員を退社して払戻請求権の行使、もしくは
解散による残余財産の分配が無い限り、その金額は手元には戻りません。

基金拠出型医療法人

基金は無利息貸付金で、医療法人に拠出した金額しか戻りません。
医療法人の利益剰余金がどんなに増加しても、その価値は変わりません。
従って相続等の際に持分の定めのある医療法人は、出資持分の評価が価値
増加と共に上がりますが、基金拠出型医療法人はその価値が膨らみません。

医療法人の事業承継

医療法人の事業承継

©TKC全国会 2022 31

①社団医療法人の構成員として「社員」が存在する。社員が出資した財産により
医療法人の元入資産が形成される。

②社員には“出資をした社員”と“出資をしていない社員”が存在する。

③社員資格と出資は絶対要件ではない。

④社員は自然人か非営利法人。

⑤営利法人（会社など）も持分を所有できるが、社員にはなれない（議決権なし）。

⑥出資割合による経営支配権に軽重はない。社員は平等に一人１個の議決権を持つ。

⑦医療法第54条で剰余金の配当は禁止されている。

⑧厚生労働省の示す旧モデル定款により死亡または退社等による社員資格の喪失
を理由に持分の払戻請求権が生じる。

⑨「持分」の相続は「社員の身分」を伴って承継されるものではない。社員の死
亡は即退社で、そこで社員の身分は喪失される。そして、社員であった被相続
人は持分に応じた「持分払戻請求権」を有することになる。

⑩社員資格を保有したまま、持分の全部・一部を他の社員又は第三者に贈与また
は譲渡することは可能。

医療法人の事業承継

持分あり医療法人（経過措置型医療法人）の「出資持分」の特徴

30
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持分あり医療法人の特徴

すなわち、医療法人の出資金は・・・

「医療法人が存続する事を前提とした場合、出資持分を有することによる

金銭的なメリットは殆ど無いにもかかわらず、将来の相続税課税の対象に

なり、また、持分の後継者等への分配の結果によっては、将来の医療法人

の経営に支障をきたすことがある。」

という特徴があると言えます。

事前の計画的な持分移転の対策が必要です!!

医療法人の事業承継

医療法人の承継にあたっての問題点

©TKC全国会 2022 33

後継者への集中

設立時の出資金を多くの親族等で出資している場合などが見受けられます。

後継者以外の者にとっては、配当ももらえないし換金手段も限られています。

持っていても仕方がないという状況にもなりかねません。

また安易に出資持分を相続人で分けてしまうと、次世代において、出資者が

退社して払戻請求権の行使により、医療法人の財産を払い戻す事態も想定さ

れますので、出資金は後継者に集中すべきかと思います。

従って生前から、出資金を整理して後継者に集中できるよう対策を講じるべ

きかと思います。

さらに、第三者に譲渡する場合も、譲渡対価が出資者の出資割合に応じて分

配されるので、出資金の整理が重要です。

医療法人の事業承継

医療法人の支配権

32
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■親族への承継の場合、出資金の評価も問題になります。
出資額が高額になっている場合、事前の対策も検討が必要
になります。

評価方法 ①大医療法人 類似業種比準方式と純資産価額方式のいずれか
低い評価額

②中医療法人 類似業種比準方式と純資産価額方式の併用方式
と純資産価額方式のいずれか低い評価額

③小医療法人 純資産価額方式

■出資金の贈与・譲渡？

■基金拠出型への移行？

■認定医療法人？

医療法人の事業承継

出資持分の評価

©TKC全国会 2022 35

１．一人医師医療法人ブーム

２．相続・事業承継への対応

(1) 一人医師医療法人制度創設（昭和61年10月～）＋医師優遇税制の改正
（平成元年～）により爆発的に個人開業医が法人化した。

(2) 平成元年 5,063件設立。元年～4年で11,648件の一人医師医療法人設立。

(3) 設立後25年以上経過した医療法人の事業承継への対応が必要

(4) 法人の形態は99％超が「持分あり」で「同族経営」。

(1) 後継者はいるのか、いないのか。いる場合、身内か、他人（=第三者承継）か

(2) 役員退職給与を誰にいくら支給するか。これをどう運用するか。

(3) 医療法人は解散するか、承継するか。（M&Aも検討、旧法の医療法人）

(4) 従業員の退職金準備など承継費用は準備できているか。

(5) COVID-19により廃業やM&Aをしようとする動きがある？

医療法人の事業承継

一人医師医療法人の相続・事業承継とその対応

34
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（退職手当等の金額 ー 退職所得控除額）×１／２（注）

（注）勤続年数５年以下の特定役員は「×１／２」できない。

１．退職所得金額の計算（半額課税）

２．退職所得控除額（非課税枠）

(1) 勤続年数20年以下（法人化してからカウントする。）

40万円×勤続年数（1年未満の端数切上）

(2) 勤続年数20年超

800万円＋70万円×（勤続年数－20年）

「退職所得の需給に関する申告書」提出で確定申告不要となる。

３．退職所得は「分離課税」となる（累進緩和）

医療法人の事業承継

役員の勇退による退職金と課税

©TKC全国会 2022 37

役員退職給与を支給している他の医療法人の中で、その医療法人と事業規模や退
職役員の地位等が類似する法人を選定し、その「功績倍率」にその役員の適正な
最終報酬月額及び勤続年数を乗じて計算する方法

１．功績倍率法

判例では、「平均」が法令の趣旨に最も合致する合理的な方法とされ、採用例も
数多い。これに対し、「最高」を用いる場合とは、同業類似法人の抽出基準が必
ずしも十分ではない場合や、抽出件数が僅少であり、かつ、当該法人と最高倍率
を示す同業類似法人とが極めて類似していると認められる場合などに限られる。

２．「平均功績倍率法」と「最高功績倍率法」

（功績倍率法の算式）

退職時の適正な役員報酬月額×勤続年数×功績倍率

＝役員退職給与の適正額

医療法人の事業承継

役員退職給与の適正額（税務上）の算定法

36

37



2023/1/31

20

©TKC全国会 2022 38

■法人税法では、「不相当に高額な部分の金額」は政令で定め
る金額と規定している。

■政令（法人税法施行令第70条第2号）
１.当該役員のその内国法人の業務に従事した期間、

２.その退職の事情、

３.その内国法人と同種の事業を営む法人でその事業規模が類似する

ものの役員に対する退職給与の支給の状況、

４.その他に照らし、

その退職した役員に対する退職給与として相当であると認められる

金額を超える場合におけるその超える部分の金額が不相当に高額な

部分の金額となる。→ 損金不算入

医療法人の事業承継

役員退職給与における「不相当に高額な部分の金額」

©TKC全国会 2022 39

◇過大役員給与の損金不算入（法人税法34②）
役員給与の額(隠ぺい又は仮装経理により支給されたものを除く)のうち、「不相当
に高額な部分の金額」は、法人税計算上、過大役員給与として損金不算入とされる。

法人税法施行令第70条第2条

過
大
役
員
退
職
給
与
の
判
断
基
準

実

質

基

準

下記の状況に照らして役員退職給与

が相当であるか否かを判断する

①その法人の業務に従事した期間

②その退職の事情

③その法人と同種の事業を営む法人

で事業規模が類似するものの役員

退職給与の支給状況

④その他

過大部分

退職した役員

に対する退職

給与として相

当と認められ

る金額

損金算入

損金不算入

法人税法
第34条第2項

医療法人の事業承継

参考：過大役員退職給与の損金不算入（図表）
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■「平均功績倍率」を使うことの合理性
「この中で、功績倍率法のうちの平均功績倍率法は、退職した役員の当該
法人に対する功績がその退職時の報酬に反映されていると考え、同種類似
法人の役員に対する退職給与の支給の状況を平均功績倍率として把握し、
比較法人の平均功績倍率に当該退職役員の最終月額報酬及び勤続年数を乗
じて役員退職給与の適正額を算定するものであり、施行令７２条の趣旨に
最も合致するものである‥」

■「退職時の適正な報酬月額」が計算の基礎とされる理由
前項「退職した役員の当該法人に対する功績がその退職時の報酬に反映さ
れている。」
※退職時報酬月額は、退職役員の功績を反映した金額であり、不相当に高額でないこと！

■納税者の限界
①事業規模類似の他の医療法人の役員退職給与の支給状況を把握すること
はできない。

②平均功績倍率の把握もできない。

医療法人の事業承継

判例からみた功績倍率法の問題点

出典：東京地方裁判所（平成２５年３月２２日判決）
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☑ 勤続年数は個人開業時代をカウントできるか

☑「功労加算金」の割り増しはできるか

☑「分掌変更」による支給はできるか

（注）分掌変更による未払退職金は損金不算入。

☑ 役員退職給与を「分割支給」することはできるか

☑「現物」での支給はできるか

☑「役員退職給与規程」の作成は必須か

☑ 退職金に充当するための「生命保険の解約返戻金」の留意点

☑ 不相当に高額な役員退職金と医療法第54条（剰余金の配当禁止）

医療法人の事業承継

医療法人の役員退職給与についての留意点

40
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１.死亡退職の場合の役員退職金・弔慰金

相続税では死亡退職金に非課税枠がある

「500万円 × 法定相続人の数」

２.弔慰金と相続税課税

相続税では、死亡原因に応じ以下の弔慰金が非課税とされる。

(1) 業務上の死亡‥‥普通給与（月給）の3年分

(2) 非業務上の死亡‥普通給与（月給）の半年分（6ヶ月）

医療法人の事業承継

死亡退職の場合の役員退職金・弔慰金
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１．持分放棄の手続き

‣（社員全員の同意に基づく）「定款変更」

‣「持分なし」への移行日は定款変更の認可日となる。

２．医療法施行規則 第30条の39

（１号）社団である医療法人で持分の定めのあるものは、定款を変更して、社
団である医療法人で持分の定めのないものに移行することができる。

（２号）社団である医療法人で持分の定めのないものは、社団である医療法人
で持分の定めのあるものへ移行できないものとする。

※「後戻り」は禁止されているので注意！！

医療法人の事業承継

「持分なし医療法人」への移行手続き
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医療法人の事業承継

出資持分を放棄するということ

©TKC全国会 2022 45

医療法人の事業承継

持分なし医療法人への移行計画の認定制度について

○認定医療法人制度の趣旨
持分の払い戻しなどにより医業継続が困難になることなく、当該医療法人が引き続き地域医療の担い手として、住民に
対し、医療を継続して安定的に提供していくため、医療法人による任意の選択を前提とし持分なし医療法人への移行に
ついて計画的な取組を行う医療法人を、国が認定する仕組みを導入。

※制度期間：平成26年10月1日から3年間 ⇒ 

○計画認定を受けた医療法人の税制措置
次の相続税、贈与税の納税が猶予・免除される。

①出資者の持分を相続により取得した時の出資者の相続人に課する相続税
②出資者が持分を放棄したことにより他の出資者の持分が増加することで贈与を受けたものとして他の出資者に課さ

れるみなし贈与税
③持分あり医療法人の出資者全員が持分を放棄したことにより、経済的利益を受けたものとして医療法人に課される

みなし贈与税

令和8年12月まで延長（令和5年度税制改正大綱）

44
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☞ 令和５年度税制改正大綱（44ページ）

医業継続に係る相続税・贈与税の納税猶予制度等について

良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の

一部を改正する法律の改正を前提に、次の措置を講じた上、

その適用期限を３年３月延長する。

①相続税・贈与税の納税猶予制度等における移行期限を、
移行計画の認定の日から起算して５年（現行：３年）を
超えない範囲内のものとする。

②その他所要の措置を講ずる。

認定医療法人制度３年３月延長

適用期限：令和８年１２月末まで

医療法人の事業承継

認定医療法人制度の３年3月延長（令和５年度税制改正大綱）
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経過措置医療法人の「運営」と「事業」について、次のいずれにも該当する
こと

＜運営＞

①法人関係者に対し、特別利益を与えないこと

②役員に対する報酬等が不当に高額にならないような支給基準を定めていること

③株式会社等に対し、特別の利益を与えないこと

④遊休財産額は事業にかかる費用の額を超えないこと

⑤法令に違反する事実、帳簿書類の隠蔽等の事実その他公益に反する事実がないこと

＜事業＞

⑥社会保険診療等（介護、助産、予防接種含む）に係る収入金額が全収入金額の80%
を超えること

⑦自費患者に対し請求する金額が、社会保険診療報酬と同一基準でよること

⑧医業収入が医業費用の150%以内であること

医療法人の事業承継

「運営に関する要件」→「非課税8要件」（医療法施行規則57の2①）
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Ｑ１ 特別利益供与の有無を誰が判定するか…

Ｑ２ 厚労省は、取引をどうやって把握するか…

Ｑ３ 認定申請時に立入検査はあるのか…

Ｑ４ 理事長専用の「社宅」は特別利益供与になるか…

Ｑ５ 勤務医師招聘のための「医師専用社宅」は認められるか…

Ｑ６ 理事長専用「車両」の留意点は何か…

Ｑ７ 各種会員権はどうなる…

Ｑ８ ＭＳ法人との取引の留意点は何か…

Ｑ９ 理事長個人が所有する建物は診療所として賃貸できるか…

Ｑ10 理事長の親族役員・親族従業員に給与は支払えるか…

Ｑ11 役員対象の生命保険には加入できるか…

Ｑ12 過去に特別利益供与があった場合には認定申請できないか…

医療法人の事業承継

特別利益供与で留意が必要な点

出典︓国税庁HP「持分の定めのない医療法人への 移行計画認定制度Q＆A」
（https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/000951888.pdf）
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役員給与等について

Ｑ１ 役員給与規程がない場合は…

Ｑ２ 役員退職金規程がない場合は…

Ｑ３ 理事長報酬はいくらまで認められるか…

Ｑ４ 現在の年間報酬が1億円だが…

Ｑ５ 給与を引下げたら認定申請はできるか…

Ｑ６ 持分なし後、６年過ぎたらどうなるか…

法令違反について

Ｑ１ 看護師等の法定（医療法）定員不足の場合…

Ｑ２ 過去に法令に違反する事実があったものの、現在は改善されて
いる場合、どの時点から認定を受けられるか…

医療法人の事業承継

役員給与等、法令違反の留意点

出典︓国税庁HP「持分の定めのない医療法人への 移行計画認定制度Q＆A」
（https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/000951888.pdf）
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□財産状況等

・相続人は後継者であるAのみである。

・出資持分の相続税評価額5億円（出資額1,000万円、利益剰余金部分：

4億9,000万円）、その他の財産は1億円で相続財産の合計額は6億円である。

・認定医療法人制度を利用し、納税猶予を受けて、「持分なし」へ移行する。

【１．本来の相続税額】

・課税遺産額：6億円－（3,000万円＋600万円×1人）＝5億6,400万円

・相続税額：5億6,400万円×50％－4,200万円＝2億4,000万円

【２．相続税の納税猶予額】※持分なしに移行した時点で猶予税額は免除される。

・課税遺産額：5億円－（3,000万円＋600万円×1人）＝4億6,400万円

・相続税額：4億6,400万円×50％－4,200万円＝1億9,000万円

【３．相続税の納税額】

・（1－2）＝ 5,000万円の相続税を納税する。

医療法人の事業承継

〔事例1〕相続開始後に納税猶予手続きを経て「持分なし」へ移行
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□財産状況等

・相続人は後継者であるAのみである。

・出資持分の相続税評価額5億円（出資額1,000万円、利益剰余金部分：

4億9,000万円）、その他の財産は1億円で相続財産の合計額は6億円である。

・認定医療法人制度を利用し、相続開始前に「持分なし」へ移行した。

【本来の相続税額】※相続が開始したときには持分は消滅している。

・課税遺産額：1億円－（3,000万円＋600万円×1人）＝6,400万円

・相続税額：6,400万円×30％－700万円＝ 1,220万円の相続税を納税する。

医療法人の事業承継

〔事例2〕相続開始前に「持分なし」へ移行
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補足：クリニックの廃止・解散

医療法人解散のフローチャート

定款に定めた
解散事由の発生

社員総会の決議 解散許可

医療審議会に諮問
年2回開催

医療審議会での審議 解散許可

解散の登記
2週間以内に解散の登記

清算人の登記 税務署への解散申告
官報に掲示

清算の手続き
現務の結了

債権の取立 及び 債務の弁済
残余財産の引渡 税務署への清算申告

清算の完了
知事への届出

清算結了の登記 残余財産の分配

■医療法人の解散には申請から約半年から１年を要す
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補足：クリニックの廃止・解散

閉院までのスケジュール①

賃貸借契約書の内容確認（テナントの場合）

　契約期間、中途解約条項、保証金返還条項、現状回復
　明け渡し条項etc　（6ケ月前が一般的）

家主への退店届の提出（テナントの場合）

従業員へ告知　再就職活動を考慮して早めに

　早すぎると閉院情報の漏洩とモチベーションの維持が心配
　遅すぎると従業員の再就職確保が間に合わないため
　６ヶ月くらい前の告知が理想
　閉院後の後片づけまでの勤務をお願いする
　一定期間閉院情報についてはこ口外しないように依頼
　従業員閉院時に「会社都合による解雇」扱いになり
　閉院後再就職が見つからない場合でも翌月から
　失業保険の申請手続きが可能となる

 ６カ月
 ～１年前
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補足：クリニックの廃止・解散

閉院までのスケジュール②

医薬品、診療材料の在庫調整を開始する

　仕入先に返品が可能か確認
　有効期間が６か月未満で未開封であっても包装デザインや
　販売会社が変わっている場合は難しい場合もあり
　小ロットでの注文を心がける

患者引継ぎ先の探索と根回し

　近隣の医療機関への声がけ
　できれば同一診療内容で継続性のある診療所

 ３ヶ月前 患者への告知を開始する　       

　長期処方の患者を基準に3か月前頃から案内
　告知方法は、待合室掲示板への張り紙、会計時に口頭案内
　ホームページでの告知など
　患者引継ぎ先の案内、必要に応じて紹介状を作成

 ３ヶ月～
  ６ヶ月前
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補足：クリニックの廃止・解散

閉院までのスケジュール③

医療機器等リース契約解除の手続き

　まずはリース契約期間中の契約期間の確認
　リース契約期間中の解約は解約料と残存期間分のリース料が必要

割賦購入の医療機器の場合　      

　閉院後医療機器の保管場所がない場合は残債を一括返済した上で
　譲渡や売却を行う必要がある

自己所有医療機器の処分方法の検討

　売却の場合
　中古医療機器ディーラーへの相談
　処分の場合
　公益財団法人　日本産業廃棄物処理振興センターの
　産業廃棄物収集運搬業許可を受けた業者か
　公益財団法人　産業資源循環連合会加入業者から選定する

 ３ヶ月前
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補足：クリニックの廃止・解散

閉院までのスケジュール④

内装の解体業者の選定（テナントの場合）

　家主の指定業者の有無確認（管理会社へ相談）
　指定のない場合は必ず見積の上で選定

現状回復工事内容の確認（テナントの場合）

　賃貸契約書の「原状回復と明け渡し条項」を管理会社に確認
　スケルトン戻し（コンクリート打ちっ放しの状態）
　事務所の仕様に戻すのかで解体費用と工期が変わってくる

銀行への連絡と返済方法の相談（残債がある場合）  

　一括返済が前提となるが分割返済は相談必要

取引業者への解約手続

　薬品卸業者、検査委託業者、レセコン・電子カルテ業者
　有線放送、広告看板、ホームページ管理会社、酸素
　セキュリティー、清掃会社、自販機、植栽　　　など

 ３ヶ月前
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補足：クリニックの廃止・解散

閉院までのスケジュール⑤

地区医師会への申し出

　医師会の退会届提出
　医師賠償責任保険、小規模企業共済などの申請用紙と取り寄せ

公共サービスの解約手続き

　電気、水道、ガス、電話、インターネット、郵便局

 １カ月
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補足：クリニックの廃止・解散

閉院後の手続き

提出先 届　　出 期　　間

診療所廃止届 廃止後10日以内

診療所エックス線装置廃止届 廃止後10日以内

結核指定医療機関辞退届
辞退日

（地域差あり）

被爆者一般疾患医療機関辞退届 速やかに

公害医療 自動消滅

厚生局 保健医療機関廃止届 速やかに

都道府県薬務課 麻薬施用者業務廃止届 廃止後15日以内

保健所等

１.閉院を伴う行政手続き（医療関連）
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補足：クリニックの廃止・解散

閉院後の手続き

提出先 届　　出 期　　間

保健所等 難病指定医療機関廃止届 速やかに

福祉士事務所等 生活保護法指定医療機関廃止届 速やかに

都道府県窓口等 指定自立支援医療機関廃止届 速やかに

都道府県窓口等 小児慢性特定疾患指定医療機関廃止届 1ケ月前

社会保険診療報酬

支払基金

学校医退会届 速やかに

母体保護法指定証返納届 速やかに
医師会

特定健診・特定保健指導期間廃止届 速やかに

１.閉院を伴う行政手続き（医療関連）つづき
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補足：クリニックの廃止・解散

閉院後の手続き

提出先 届　　出 期　　間

個人事業の廃業等届出書 廃止後1ヶ月以内

給与支払事務所等の廃止届出書 廃止後1ヶ月以内

所得税の青色申告書の取りやめ届出書 翌年3月15日迄

事業廃止届出書（消費税課税事業者） 速やかに

都道府県税事務所 事業廃止等申告書 速やかに

税務署

２.閉院を伴う行政手続き（税務関連）
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１.カルテ・エックス線のフィルムの保存義務
・カルテ→診療完結後５年保存（患者の賠償請求権は？？？）
・フィルム→診療完結後３年保存
・じん肺健診で使用したフィルムは７年間保存義務あり

２.診療報酬の振込口座（過誤精算のため）

・社保、国保とも閉院後５年は温存
・診療報酬の請求権の時効が令和２年４月より３年から５年に延長された

３.紙カルテ・エックス線フィルムの保管方法

・自己所有の保管場所（自宅、倉庫、物置など）に保管し、
期限がきたら処分するのが一般的

・カルテ・フィルム保管サービス（外注）の利用

補足：クリニックの廃止・解散

閉院後のカルテ等の保存について
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４.電子カルテの場合
・ハードディスク、ＤＶＤなどの電子記録媒体に保存

５.税務関連の書類
・税務調査の遡及が７年のため7年間保存が必要
（決算書、貸借対照表、損益計算書、総勘定元帳、仕訳帳、棚卸表、
領収書、預金通帳、借用書等）

６.労務、社会保険関連の書類

・労務関連書類 → ３年
（労働者名簿、賃金台帳、労働保険）

・雇用保険被保険者関連書類 → ４年
・健康保険、厚生年金関連書類 → ２年
・健康診断個人票 → ５年

補足：クリニックの廃止・解散

閉院後のカルテ等の保存について
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１.退職金について
・退職金は労働基準法に定められているものではなく医院の内規による
福利厚生（退職金規定や就業規則に定義）

・規定がない診療所が多いのが実情
・しかし、これまで支えてくれた職員に対する退職金は必要では・？
・支給額については顧問税理士、社会保険労務士に相談

２.未消化の有給休暇に関するトラブル

・人員不足等で従業員が有休休暇を十分取得できていない？？
・閉院まで限られた期間に有給休暇を消化しようとすると診療体制に
悪影響を及ぼす場合がある

・早めに有給休暇の計画的消化を進める
・話し合いの上で有給休暇の買取を提案する

補足：クリニックの廃止・解散

閉院時における人事労務問題

©TKC全国会 2022 65

〇レジュメに挿入した資料等の出所一覧

・令和2年度、令和５年度 与党税制改正大綱
・厚生労働省 平成31年度税制改正資料（HPより）
・経済産業省、中小企業庁 平成31年度税制改正資料（HPより）
・報道機関向け平成31年度税制改正に関する説明資料
・経済産業省、中小企業庁 「経営承継円滑化法」個人の事業用資産についての
相続税、贈与税の納税猶予制度の概要（2019年4月施行）

・国税庁「個人の事業用資産についての贈与税、相続税の納税猶予・免除（個人
版事業承継税制）のあらまし（令和元年5月）

・「持分の定めのない医療法人への移行認定制度の概要」
～令和2年4月1日 厚生労働省医政局医療経営支援課～

・厚生労働省「令和2年（2022年）医師・歯科医師・薬剤師統計」
・帝国データバンク「全国企業『後継者不在率』動向調査(2022)」
・日医総研「ワーキングペーパー2020年1月6日 No.440」
・厚生労働省「医療施設動態調査、介護サービス施設・事業所調査」」
・国税庁「国税庁統計年報書」
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N DE

ご静聴ありがとうございました

医業・会計システム研究会

http://www.tkc.jp/igyou
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